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１．橋梁長寿命化修繕計画の目的 

１）計画の背景 

○ 四日市市が管理する橋梁は１１４８橋あり、令和３年度の時点では、建設年次が明確である

橋梁のうち、建設後５０年以上経過した橋梁が占める割合は約４４％ですが、２０年後には約

９１％となり、急速に橋梁の高齢化が進行していきます。 

○ 従来の橋梁の維持管理は、『悪くなってから対策をする』事後保全型の手法がとられてきま

した。 

  しかし、今後急速に橋梁の高齢化が進行することから、従来の事後保全型の維持管理では管

理にかかるコストが膨大となり、利用者への安全・安心な道路サービスの提供が困難になるこ

とが予想されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

56%

44%

【2021年度】

15%

85%

【2031年度】

50年未満 50年以上

9%

91%

【2041年度】

※建設年次不明は含まず 

図１ 建設後経過年数の推移 
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２）計画の目的 

○ このような背景から、従来の『悪くなってから対策をする』事後保全型の維持管理から、『悪

くなる前に対策をする』予防保全型へ転換し、安全・安心な道路サービスの維持につとめると

ともに、必要予算の平準化および維持管理コストの縮減を図るため、本計画を策定します。 

○ 本計画は、四日市市が管理する全ての橋梁を対象とします。 

○ 人間の体に例えると、図３のように事後保全型は慢性疾患による入院治療に相当し、多大な

治療費が必要になります。これに対し、健康診断を定期的に実施して早期治療（薬や注射によ

る治療）を行う予防保全型では、医療費のトータルコストが抑えられ「元気で、長生き」でき

ることにつながります。 

 

※事後保全型：損傷が深刻化した後に修繕すること。修繕工事は比較的大規模で高価となる。 

※予防保全型：損傷が深刻化する前に修繕すること。修繕工事は比較的小規模で安価となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

橋梁の健全度
(体調)

橋梁の年齢

橋梁の年齢

トータルコスト

(治療費) 

良い

悪い

トータルコスト

の縮減 

図３ 事後保全型と予防保全型のイメージ 
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２．健全度の把握及び日常的な維持管理に関する基本方針 

１）健全度の把握 

○ 平成２６年度に、道路法改正により５年ごとに橋梁の定期点検を実施することが義務化され

ました。これに基づき、三重県橋梁点検要領による点検と診断を定期的に実施し、橋梁の経年

変化を踏まえた健全度の把握を継続的に行っています。 

○ 平成２６～３０年度の５年間に定期点検の１巡目が完了し、令和元年度からは２巡目の定期

点検を実施しています。 

○ 橋梁の点検は、図４に示すように日常点検、定期点検、臨時点検、詳細点検に区分されます。

現状を把握し、安全性や耐久性に影響すると考えられる損傷を早期に発見し対策を行うことに

より、常に橋梁が良好な状態であることを目指します。 

 

 

２）日常的な維持管理 

○ 橋梁を良好な状態に保つため、日常的な維持管理としてパトロール等により目視による点検

を実施します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４ 健全度を把握するための点検内容 
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３）橋梁の損傷状況 

○ 定期点検１巡目の結果、健全な状態（健全性Ⅰ）が全体の約５０％、予防保全段階（健全性

Ⅱ）が約４６％、早期措置段階（健全性Ⅲ）が約４％となり、緊急措置段階（健全性Ⅳ）はあ

りませんでした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 定期点検により、次のような各部材の損傷を確認しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

コンクリート床版のひびわれ       鉄筋の露出         下部工のひびわれ 

鋼部材のさび         鋼部材の断面欠損      支承
ししょう

のさび、ボルトのゆるみ 

伸縮装置の劣化・欠損       防護柵の損傷 

図６ 損傷の主な事例 

構造物の機能に支障が生じている、又は生じる可能性が著
しく高く、緊急に措置を講ずべき状態。

定義健全性度の区分

緊急措置段階Ⅳ

Ⅰ 健全 構造物の機能に支障が生じていない状態。

構造物の機能に支障が生じる可能性があり、早期に措置を
講ずべき状態。

早期措置段階Ⅲ

構造物の機能に支障が生じていないが、予防保全の観点か
ら措置を講ずることが望ましい状態。

予防保全段階Ⅱ

4%

46%

50%
健全性Ⅲ

健全性Ⅱ

健全性Ⅰ

図５ 健全性の割合 表１ 健全性の区分と内容 
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３．橋梁長寿命化修繕計画の基本方針 

１）基本方針 

○ 事後保全型の管理から予防保全型の管理へと転換し、個々の橋梁の重要度や損傷程度を総合

的に評価した修繕計画を策定することにより、効果的に維持管理を行い、維持管理コストの縮

減を図るとともに、修繕・架け替え等を行う対策の優先順位を判断し予算の平準化を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 予算の平準化：修繕工事に必要な予算を大幅に増減せずにほぼ一定額で推移させること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

前倒し

予算額

経過年数

t t+4 t+5t+3t+2t+1

先送り

図８ 予算の平準化イメージ 

図７ 修繕計画の策定フロー 
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２）計画期間 

○ 本計画は、令和３年度から今後３０年間を対象としており、その中で５ヵ年（令和３～７年

度）の実施計画を策定しています。計画策定後、５年毎の定期点検による健全性の見直しや新

しい技術の登場による効率的な長寿命化を図るため、おおむね５年毎に計画の更新を行います。 

○ 図９に示すように、維持管理のＰＤＣＡサイクルを構築し、効率的な維持管理を継続するこ

とを目標とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【橋梁データ】
・橋梁諸元
・点検結果

橋梁維持管理の全体イメージ（ＰＤＣＡサイクル）

Ａ 計画の見直し
・点検データの更新
・修繕実施データの蓄積
・修繕計画の精度向上

Ｐ 長寿命化修繕計画
・健全性の評価
・優先順位の決定
・予算平準化

Ｄ 個別橋梁に対する修繕
・詳細調査、損傷要因の特定
・修繕設計
・修繕工事

Ｃ 点検
・通常点検（パトロール）
・定期点検（５年に１回）
・異常時点検など

図９ 維持管理のＰＤＣＡサイクルイメージ 
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３）効果の発現 

○ 定期点検を実施することにより、橋梁の損傷が深刻化する前に早期に発見し計画的に修繕を

実施することで、損傷に起因する通行制限等が減少し、道路の安全性・信頼性が確保されます。 

○ 本計画の実施により、橋梁の寿命を１０年から４０年以上延ばすことができます。なお、維

持管理に要する費用を総額５５５億円（事後保全型）から１３１億円（予防保全型）程度に削

減できる試算となっており、大幅なコスト縮減を図ることが期待できます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１０ 事後保全型と予防保全型の工事費予測 

３０年間で約４２４億円 

のコスト縮減 
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４）耐震化対策 

○ 本市では、橋梁の修繕・架け替え等による長寿命化対策とともに、防災上重要となる跨線橋、

跨道橋、緊急輸送道路に架かる橋梁等の２７１橋を「重要な橋梁」として位置付けし、計画的

に耐震化対策を進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

馳出跨線橋 

（近鉄線・ＪＲ線を跨ぐ橋梁） 

横谷橋 

（東名阪自動車道を跨ぐ橋梁） 

つんつく大橋 

（緊急輸送道路に架かる橋梁） 

塩浜跨線橋 

（近鉄線・ＪＲ貨物線を跨ぐ橋梁） 

図１１ 代表的な重要な橋梁 
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４．優先順位の考え方 

１）優先順位の考え方 

○ 対策の優先順位は、４つの健全性を３つのグループに分け、グループごとに優先度指標を評価

します。グループ分けおよびグループごとに優先度指標を評価し優先順位を設定することで、対

策の優先順を明確にした管理を進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

健全性による
グループ分類 Ⅳ

Ⅲ

Ⅰ

重要度に関わらず緊急的に措置

優先順位

高

低

優先度＝重要度＋最新点検から
の経過年数
（降順)

グループ①

優先度＝重要度
(降順)

グループ②

グループ③

Ⅱ

※重要度= 0.5×路線特性による評価+ 0.5 ×橋梁特性による評価

健全性：表１に示す定期点検に 

よる結果。 

重要度：路線特性と橋梁特性に 

よる評価。 

図１２ 優先順位設定の流れ 

区分 区分

6車線 優先 該当する 優先

4車線 該当しない

2車線 該当する 優先

1車線 該当しない

6車線 該当する 優先

4車線 該当しない

2車線 該当する 優先

1車線 該当しない

6車線 該当する 優先

4車線 該当しない

2車線 該当する 優先

1車線 該当しない

評価

基準

評価

基準

5 DID区分

災害発生時

の交通確保

緊急輸送道路

防災連絡道路

4 バス路線

2 利用形態

産業支援道路

生活拠点道路

3

項目

路

線

特

性

評価項目評価項目

項目

路

線

特

性

1

道路区分

（橋梁が位置

する路線の道

路を評価）

1級市道

2級市道

その他市道

表２ 路線特性による評価項目と評価基準 

区分 区分

該当する 優先 1960年未満(不明含む) 該当する 優先

該当しない 1960年～1970年 該当する

該当する 1970年～1980年 該当する

該当しない 1980年～1990年 該当する

該当する 1990年～2000年 該当する

該当しない 2000年～2010年 該当する

100m以上 該当する 優先 2010年以上 該当する

50～100m未満 該当する 該当する 優先

15～50m未満 該当する 該当しない

10～15m未満 該当する 該当する 優先

5～10m未満 該当する 該当しない

2～5m未満 該当する

海岸線から2㎞以内の

鋼橋

11
凍結防止剤散布路線上

の橋梁

評価

基準

評価

基準

評価項目

項目

評価項目

項目

橋

梁

特

性

橋

梁

特

性

6 桁下条件

鉄道を跨ぐ橋梁

緊急輸送道路を跨

ぐ橋梁

緊急輸送道路以外

の道路を跨ぐ橋梁

7 橋長

9 架設年代

10

塩害区分

表３ 橋梁特性による評価項目と評価基準 
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５．費用縮減に向けた取り組み 

１）集約化・撤去等による費用縮減 

○ 社会経済情勢や施設の利用状況の変化、施設周辺の道路の整備状況に応じて、橋梁の集約化・

撤去および機能縮小などによる費用縮減に取り組みます。 

○ 令和３～７年度の５年間で２橋程度の集約化・撤去等の検討を行います。 

これにより、今後１０年間における定期点検、維持管理に関する修繕等の費用約１２０万円

縮減することを目指します。 

 

 

２）新技術・新材料の活用 

○ 定期点検の効率化や高度化、修繕等の措置の省力化などを図るために新技術等の活用につい

て検討し費用縮減に取り組みます。 

○ 令和３～７年度の５年間における定期点検および修繕工事にて、全ての橋梁で新技術の活用

を含めた比較検討を行い、１割程度の橋梁で新技術を活用することを目指します。 

 これにより、従来技術を活用した場合と比較して約４１０万円コスト縮減することを目指し

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


